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リアルタイム景況調査実施要項 

 

１．調査目的 

  本調査は、市内会員企業（中小企業、小規模事業者）の景況感や、課題等を広く聴取し、デー

タの集積及び周知、強いては要望事項の取りまとめに供するために実施するものである。 

 

２．調査時期     原則４半期に１回実施する。（年４回） 

 

３．第２回景況調査実施期間   ８月３日（月）～８月１０日（月）    

 

４．調査方法        FAX による送付、FAX による回答 

 

５．調査対象     従業員数５人以上の会員事業所 2,226 社（FAX 登録有り） 

           （商工会議所常設９部会） 

鋳物工業部会、機械工業部会、一般工業部会、 

建設不動産業部会、小売商業部会、流通業部会、 

 環境衛生業部会、サービス業部会、金融保険業部会 

 

６．回収数        346 件回収/2,226 件（回収率 15.5％） 

※前回：320 件回収/2,237 件（回収率 14.3％） 
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問１．回答者属性 

（１）業種 

 

（２）業歴 

 

（３）資本金 
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（４）従業員数 

 

（５）収益状況 

 

 

 本調査対象企業における 4－6 月期の「収益状況」は、黒字が 44.8％（前期:42.5％）、収支トントン 29.2％（同：

30.0％）、赤字 13.0％（同：14.7％）、回答なし 13.0％（同：12.8％）です。 

属性別にみると、業種別では印刷・出版業、ソフトウェア・情報処理業、無回答を除く 8 業種で、「黒字」と

回答する企業が最も多くなっています。また、業歴別では「101 年以上」の階層で赤字と回答する企業が最も多

かったものの、それ以外の企業では「黒字（8 階層）」「収支トントン（3 階層）」となっています。また、資本金

別では「赤字」と回答する企業は資本金 500 万円以下から 3,000 万円以下までが多く、個人事業主及び資本金

500 万超の企業で「黒字」の回答数が「赤字」の回答数を上回っています。従業員別でも 6 人以上の企業ではす

べて「黒字」の回答する企業が最も多くなっています。 
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問２．景況感について 

２－１．売上高 

 

 

今期（平成 27 年 4－6 月）の川口市の企業の売上高は、「増加」が 31.5％（前期 1－3 月：39.4％）、「不変」

が 35.0％（同：31.9％）、「減少」が 32.7％（同：27.8％）、「回答なし」が 0.9％（同：0.9％）です。前期は「増

加」が最も多かったが、今期は最も少なくなっており、売上高減少の傾向が見られます。 

今期「増加」が「不変」、「減少」を上回ったのが、「業種別」では建設業、不動産業の 2 業種（前期比：▲3）、

「業歴別」では 3 階層（同：▲5）、「資本金別」では 2 階層（同：▲3）、「従業員別」では０階層（同：▲4）と

全ての属性で少なくなりました。 

 一方、先行き見通しでは「増加」が 27.2％、「不変」が 43.1％、「減少」が 25.1％、回答なしが 4.6％です。「減

少」と回答した企業が今期より減ってはいるものの、「増加」と回答した企業も減っており、先行きには厳しい

見方をしています。 

属性別では「業種別」「業歴別」「資本金別」「従業員別」すべて「不変」と回答する企業が多くなっています。

一方、「減少」と回答する企業が最も多いのは「業歴 101 年以上」「資本金 500 万以下」の 2 階層だけとなって

おり、ほとんどの企業が先行きは今期並みと考えています。 

 売上高 DI の比較では、川口市が前期 11.6 から今期▲1.2 と大きく下げたものの先行きでは 2.1 と、やや上昇

しています。日本商工会議所や中小機構の全国の DI に比べて川口市の影響は比較的軽微だといえます。 

 

２－1．売上高 DI の比較（「増加」－「減少」） 
  

  前期 DI 今期 DI 先行き DI 

  2015 年 1-3 月 2015 年 4-6 月  2015 年 7-9 月 

川口商工会議所「リアルタイム景況調査」 11.6 ▲1.2 2.1 

日本商工会議所「LOBO（早期景気観測）」 ▲19.6 ▲7.6 ▲9.0 

日本銀行調査統計局「日銀短観」 － － － 

中小機構「中小企業景況調査」 ▲14.7 ▲17.3 － 
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２－２．採算 

 

 

 今期の本調査における企業の採算（経常利益）は、「好転」が 21.7％（前期：25.9％）、「不変」が 42.8％（同：

39.1％）、「悪化」が 32.9％（同：32.8％）、「回答なし」が 2.6％（同：2.2％）です。前期以上に「不変」と回答

する企業が増えています。 

属性別にみると、「業歴別」で 11 年以上 90 年未満、無回答の 10 階層（前期比：＋4）で、「資本金別」では

500 万円超の 5 階層（同：±0）で、従業員別では 4 階層（同：＋１）で「不変」と回答する企業が最も多くな

っています。また、「好転」と回答した企業が最も多い属性はありませんでした。 

 一方、今後の採算（経常利益）先行き見通しは、全 346 社中「好転」が 22.5％、「不変」が 44.5％、「悪化」

が 29.3％、「回答なし」が 4.6％でした。「好転」「不変」がわずかに増えていますが、明るい兆しというよりも、

ほぼ今期並みといえます。 

 属性別にみても「業種別」では不動産、ソフトウェア・情報処理、その他を除く 8 業種、「業歴別」では 11 年

以上 90 年、および回答なしの 9 階層で、「資本金別」では個人事業主と 500 万円超から１億円以下の 5 階層で

「従業員別」では 51 人～100 人を除く 5 階層で「不変」と回答する企業が最も多くなっています。 

 採算 DI の比較では、川口市が前期▲6.9 から今期▲11.2 と大きく下げたものの先行きでは前期▲9.1 から▲5.8

と、やや上昇しています。売上高 DI 同様日本商工会議所や中小機構の全国の DI に比べて川口市の影響は比較

的軽微だといえます。 

 

 

２－２．採算 DI の比較（「好転」－「悪化」） 
   

  前期 DI 今期 DI 先行き DI 

  2015 年 1-3 月 2015 年 4-6 月  2015 年 7-9 月 

川口商工会議所「リアルタイム景況調査」 ▲6.9 ▲11.2 ▲5.8 

日本商工会議所「LOBO（早期景気観測）」 ▲25.2 ▲15.3 ▲15.5 

日本銀行調査統計局「日銀短観」 － － － 

中小機構「中小企業景況調査」 ▲29.0 ▲23.3 ▲21.5 
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２－３．仕入単価 

 

今期の本調査における仕入単価は、全「下落」が 5.2％（前期：5.0％）、「不変」が 44.8％（同：33.1％）「上

昇」が 47.1％（同：58.4％）、「回答なし」が 5.2％（3.4％）です。前期は「上昇」が半数以上で最も多かったも

のの、今期は半数を割り込み、「不変」が大きく伸びており、ほぼ同数になっています。前期との比較では仕入

単価の上昇に歯止めがかかりつつあります。 

属性別にみると「下落」の回答が最も多い属性はありませんでした。「業種別」では建設業、卸売業、不動産

業、飲食業で「上昇」の回答が最も多くなっています。「業歴別」「資本金別」では有意な特徴はなく、「従業員

別」では「21～50 人」以外の 4 階層で「上昇」の回答が最も多くなっている事から、特定の業種で仕入単価の

「上昇」の傾向が見られています。 

 一方、今後の仕入単価の先行き見通しでは、「下落」が 3.2％、「不変」が 45.7％、「上昇」が 46.0％、回答な

しが 5.2％と、ほぼ今期同様となっており、仕入単価上昇の長期化が懸念されます。 

 属性別にみても「業種別」では建設業、卸売業では引き続き仕入れ価格「上昇」をもっとも多く回答していま

すが、今期の不動産業、飲食業に代わり製造業、印刷・出版業で「上昇」の回答が最も多くなりました。今期同

様「業歴別」「資本金別」では有意な特徴は見られませんが、「従業員別」では「6 人～20 人」、「51～100 人」以

外の 4 階層で「不変」の回答が最も多くなっている事から、従業員別では「上昇」から「不変」への変化が見ら

れます。 

 仕入単価 DI の比較では、前述の売上高 DI、採算 DI とは異なり、川口市の企業が全国の調査と比べてスコア

のマイナスが大きく、前期よりもスコアは改善しているものの仕入単価の上昇に苦しんでいることがわかります。 

 

２－３．仕入単価 DI の比較（「下落（低下）－「上昇」） 
  

  前期 DI 今期 DI 先行き DI 

  2015 年 1-3 月 2015 年 4-6 月  2015 年 7-9 月 

川口商工会議所「リアルタイム景況調査」 ▲53.4 ▲41.9 ▲42.8 

日本商工会議所「LOBO（早期景気観測）」 ▲44.2 ▲43.6 ▲38.6 

日本銀行調査統計局「日銀短観」製造業 ▲33 ▲35 ▲39 

日本銀行調査統計局「日銀短観」非製造業 ▲24 ▲25 ▲32 

中小機構「中小企業景況調査」 ▲39.7 ▲40.5 ▲34.4 
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２－４．従業員 

 

 

本調査における従業員数は、「不足」が 25.1％（前期：13.4％）、「不変」が 69.9％（同：64.1％）、「過剰」が

4.6％（20.9％）、「回答なし」が 1 社（10.3％）です。前期同様「不変」が 6 割以上と最も多くなっていますが、

「過剰」の回答が大幅に減少し、「不足」の回答が大きく伸びています。 

属性別にみると「業種別」では不足・不変同数の建設業を除く以外の 10 業種全てで、「業歴別」では回答なし

以外の 12 階層全てで、「資本金別」では回答なし以外の 7 階層全てで、「従業員別」では回答なし以外の６階層

全てで「不変」と回答する企業が最も多くなっており、属性別に目立った特徴は見られませんでした。 

 一方、今後の先行きの見通しでは、「不足」が 32.7％、「不変」が 60.7％、「過剰」が 4.3％、回答なしが 2.3％

です。「不変」「過剰」と回答が減少する一方で「不足」のスコアが増えおり、先行きの採用についての不安が見

られます。   

属性別にみても「業種別」では不足が多い建設業、不足と同数のソフトウェア・情報処理業、「回答なし」以

外の 9 業種全て、「業歴別」では、「5～10 年」「81~90 年」「回答なし」以外の 10 階層で、「資本金別」では「回

答なし」以外の 7 階層で、「従業員別」でじゃ「51～100 人」「回答なし」以外の 5 階層全てで「不変」と回答し

た企業が最も多く、特定の業種以外は属性別の特長は見られませんでした。また全ての属性で「過剰」を最も多

く回答した階層は１つもなく、今期、先行きともに「不変」が基調となっています。 

従業員ＤＩの比較では前期は全国が不足を感じている一方で、川口市では過剰感がありました。今期および先

行きではむしろ全国に比べ川口市の従業員不足感が高まっていることがわかります。 

 

 

２－４．従業員 DI の比較（「不足」－「過剰（増加）」） 
  

  前期 DI 今期 DI 先行き DI 

  2015 年 1-3 月 2015 年 4-6 月  2015 年 7-9 月 

川口商工会議所「リアルタイム景況調査」 ▲7.5 20.5 28.4 

日本商工会議所「LOBO（早期景気観測）」 12.2 11.6 13.3 

日本銀行調査統計局「日銀短観」 － － － 

中小機構「中小企業景況調査」 11.9 11.2 － 
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２－５．業況 

 

 

本調査における業況は、「好転」が 19.4％（前期：26.6％）、「不変」が 52.6％（同：39.7％）、「悪化」が 27.5％

（31.3％）、「回答なし」が 0.6％（2.5％）です。「好転」から「悪化」を差し引いた業況ＤＩでは▲8.1 とマイナ

スになっており、景況には引き続き厳しい見方をしているといえます。 

属性別にみると「業種別」では不動産業、ソフトウェア・情報処理業を除く 9 業種全て（前期比：+4）、「業歴

別」では「5 年～90 年」「回答なし」の 10 階層（同：+1）で、資本金別では 8 階層全て（同：+4）、「従業員数

別」では 7 階層全て（同：+2）が、「不変」と回答する企業が最も多くなっています。属性別に目立った特徴は

見られませんでした。 

 一方、今後の業況先行き見通しでは、「好転」が 21.4％、「不変」が 50.6％、「悪化」が 25.7％、「回答なし」

が 2.3％で、今期並みの回答となっています。 

 属性別にみても「業種別」は今期同様に不動産業、ソフトウェア・情報処理業を除く 9 業種全てで、「業歴別」

は「5 年～10 年」、「100 年以上」を除く 10 階層で、「資本金別」は「500 万円以下」を除く 7 階層全てで、「従

業員別」は「0～5 人」、「51～100 人」を除く 5 階層全てで「不変」と回答する企業が最も多く、今期同様「不

変」と回答する企業が多くなっています。 

 業況ＤＩでは、前期と今期の比較で日銀短観、中小機構がほぼ横ばい、日本商工会議所で上昇したのに対して

川口市の企業だけ前期に比べ下落しています。一方、先行き見通しについては日本商工会議所、中小機構が横ば

い、日銀短観が下落する中、川口市の企業では上昇しています。また、日銀短観の業況ＤＩはプラスですが他は

マイナスとなっています。それでも日本商工会議所、中小機構の全国の業況ＤＩに比べると川口市の企業のマイ

ナスの幅は小さく、影響は軽微であると言えます。 

 

 

２－５．業況 DI の比較（「好転」－「悪化」） 
   

  前期 DI 今期 DI 先行き DI 

  2015 年 1-3 月 2015 年 4-6 月  2015 年 7-9 月 

川口商工会議所「リアルタイム景況調査」 ▲2.5 ▲8.1 ▲4.3 

日本商工会議所「LOBO（早期景気観測）」 ▲24.1 ▲14.7 ▲14.8 

日本銀行調査統計局「日銀短観」 2 2 1 

中小機構「中小企業景況調査」 ▲17.8 ▲18.7 ▲14.5 
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２－６．資金繰り 

 

 

本調査における今期の資金繰りは、「好転」が 9.8％（前期：14.4％）、「不変」が 69.9％（同：66.3％）、「悪化」

が 19.1％（15.9％）、「回答なし」が 1.2％（3.4％）です。前期同様「不変」が全体の約３分の２ですが、「好転」

から「悪化」と回答した企業の割合を引いた、川口市の資金繰りＤＩは▲9.3（同：▲1.5）と資金繰りが前期よ

りもさらに厳しくなっている状況です。 

属性別にみると「業種別」では回答なしを除く 10 業種全てで、「業歴別」では 5 年未満を除く 12 階層全てで、

「資本金別」では全 8 階層で、「従業員数別」では全 8 階層で、「不変」と回答する企業が最も多くなっています。 

 一方、今後の資金繰りの先行き見通しでは、「好転」が 11.0％、「不変」が 67.9％、「悪化」が 18.8％、回答な

しが 2.3％です。川口市の資金繰りＤＩは先行き見通しが▲7.8 で、今期より若干上昇しています。 

 属性別にみても「業種別」では 11 業種全てで、「業歴別」では 5 年未満を除く 12 階層全てで、「資本金別」で

は 8 階層全てで、「従業員数別」では 8 階層全てで、「不変」と回答する企業が最も多く、今期とほぼ同じです。 

 資金繰りＤＩでは、前期と今期の比較で日本商工会議所と日銀短観が上昇、中小機構が横ばいであるのに対し

て川口市の企業では下落しました。また、日銀短観の業況ＤＩはプラスですが他はマイナスとなっています。前

期の資金繰りＤＩでは川口市の企業は全国に比べ影響が軽微といえましたが今期、先行きに関しては日本商工会

議所のＤＩとの差が小さく、地域的な優位性はなくなっていると言えます。 

 

 

２－６．資金繰り DI の比較（「好転」－「悪化」） 
  

  前期 DI 今期 DI 先行き DI 

  2015 年 1-3 月 2015 年 4-6 月  2015 年 7-9 月 

川口商工会議所「リアルタイム景況調査」 ▲1.5 ▲9.3 ▲7.8 

日本商工会議所「LOBO（早期景気観測）」 ▲13.9 ▲9.9 ▲10.8 

日本銀行調査統計局「日銀短観」 4 5 － 

中小機構「中小企業景況調査」 ▲14.5 ▲14.6 － 
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問３．円安の進行が与える影響 

 

 円安が川口市内の企業経営に影響を及ぼすか、訪ねたところ、「大いに影響がある」14.7％、「多少なりとも影

響がある」50.0％、「影響はない」35.0％、「無回答」0.3％となっています。「大いに影響がある」「多少なりとも

影響がある」の合計が 64.7％と全体の約 3 分の 2 の企業では何らかの影響を受けている事がわかります。 

 属性別にみると、「業種別」ではソフトウェア・情報処理業で「大いに影響がある」、建設業で「影響はない」

の回答が最も多く、それを除く 8 業種で「多少なりとも影響がある」と回答する企業が最も多くなっています。

「業歴別」では 5～30 年の 3 階層で「影響はない」が、5 年未満および 31 年～101 年以上の計 9 階層で「多少

なりとも影響がある」が、回答なしで「大いに影響がある」と回答する企業が最も多くなっています。「資本金

別」では個人事業主および 500 万円以下の 2 階層で「影響はない」ものの、500 万円以上～1 億円以上の 5 階層

で「多少なりとも影響がある」との回答する企業が元も多くなっています。「従業員数別」では「0～5 人」およ

び「回答なし」で「影響はない」の回答が最も多い一方、「6 人～300 人以上」の 5 階層で「多少なりとも影響が

ある」の回答する企業が最も多くなっています。 

 

問４．円安による主な影響（問３で「大いに影響がある」「多少なりとも影響がある」と回答した方） 

 

「大いに影響がある」「多少なりとも影響がある」と回答した企業に、円安による主な影響を聞いた（複数回

答）。回答の多い順に、1 位．仕入価格上昇：154 社、2 位．燃料価格上昇：79 社、3 位．受注減少：31 社、4

位．受注増加：25 社、5 位．その他：9 社でした。 

 属性別では、「業種別」では８業種で「仕入単価上昇」の回答が多いものの、運送業では「燃料価格上昇」、不

動産業では「受注増加」の回答が多くなっています。「業歴別」では 21 年～80 年および 91 年～101 年以上の計

８階層で「仕入単価上昇」の回答が多くなっています。「資本金別」では個人事業主と回答なしを除く 500 万以

下～1 億円超までの 6 階層全てで、「従業員数別」では 0～300 人以上の 6 階層全てで「仕入単価上昇」を回答す

る企業が最も多くなっています。「業種別」の運送業では「燃料価格上昇」、不動産業では「受注増加」の回答が

多くなっている他には、属性別の目立った特徴は見られませんでした。 
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問５．円安による影響分の価格転嫁について 

（問３で「大いに影響がある」「多少なりとも影響がある」と回答した方） 

 

「大いに影響がある」「多少なりとも影響がある」と回答した企業に、影響分の価格転嫁ができているか聞い

たところ、「できている」20.5％、「できていない」75％、「無回答」4.5％と全体の 4 分の 3 の企業では価格転嫁

ができていないと回答しました。 

属性別では、「業種別」で運送業、不動産業、印刷・出版業、ソフトウェア・情報処理業で、「業歴別」では 5

年未満～10 年の 2 階層、81 年～90 年、回答なしの計 4 階層で、「資本金別」では個人事業主と回答なしで、「価

格転嫁できている」と回答した企業が 1 社もありませんでした。一方、業歴 91 年～100 年と資本金 1 億円超の

階層では「できている」の回答数が「できていない」を上回っており、また、小売業と従業員 300 人以上の階層

では「できている」と「できていない」の回答数が同数でした。 

日本商工会議所「ＬＯＢＯ（早期景気観測）」2015 年 7 月付帯調査によると、商品・製品におけるコスト増加

分（円安以外の要因も含む）の価格転嫁の動向では「（1 年前と比べて）全く転嫁できていない」との回答が約 3

割（B to C：31.4％ 、B to B：30.5％）となっています。川口市の企業は全国に比べて価格転嫁が遅れているこ

とがわかります。 

問６．情報セキュリティ対策について 

 
 各社の情報セキュリティ対策の取り組みを聞いたところ、1位．「ウイルス対策など一部に留まっており、会社

全体での対策は不十分である」：39.0％、2 位．「会社全体で対策は行われているが、定期的な見直しは行ってい

ない」：25.1％、3位．「ほとんど対策を行っていない」：17.6％、4位：「会社全体として対策が実施されており、

定期的な見直しがされ、適切な運用が行われている」：17.1％、「無回答」:1.2％でした。定期的な見直しなど適

切に運用している企業は全体の 2割未満で、大多数の企業は情報セキュリティ対策に取り組む余裕がないと考え

らえます。 

 属性別では、「会社全体として対策が実施されており、定期的な見直しがされ、適切な運用が行われている」

をもっとも多く回答した階層は、資本金 1 億円超～、従業員 100 人～300 人、300 人～の 3 階層であり、規模の

大きい企業ほど情報セキュリティ対策の取組みができていることがわかります。 
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問７．従業員のセキュリティ対策における意識 

 

 各社の従業員のセキュリティ対策における意識を聞いたところ、 1 位．「どちらとも言えない」：35.8％、2

位．「一部の従業員を除き全般的に低い」：22.3％、3位．「従業員全般的に低い」：17.1％、4位．「一部の従業員

を除き全般的に高い」：13.3％、5位．「どの従業員も意識が高い」：10.1％、「無回答」：1.4％でした。 

 属性別については、「業種別」で不動産業、飲食業、印刷・出版業、「業歴別」の 71 年～90 年の 2階層で「ど

の従業員も意識が高い」とする回答がなく、飲食業および業歴 81 年～90 年では「一部の従業員を除き全般的に

高い」の回答すらありませんでした。一方、「業種別」印刷・出版業、ソフトウェア・情報処理業、「従業員数別」

101 人～300 人以上の 2 階層で「従業員全般的に低い」の回答はなく、ソフトウェア・情報処理業では「一部の

従業員を除き全般的に低い」の回答もありませんでした。「資本金別」では 1 億円超の階層で「どの従業員も意

識が高い」の回答が最も多くなっています。 

 

問８．マイナンバー制度への準備について 

 
マイナンバー制度への準備について聞いてみたところ、1位．「まだ準備を進めていない」：57.2％、2位．「自

社内での対応準備を進めている」：17.9％、3 位．「特に準備をする予定はない」：14.5％、4 位．「外部委託での

対応準備を進めている」：8.4％、5 位．「その他」：1.2％、「無回答」：0.9％でした。川口市の 7 割超の企業では

マイナンバー制度に向けた準備が進んでいません。 

属性別については飲食業、ソフトウェア・情報処理業を除く 9 業種全てで、「業歴別」では 5 年未満、回答な

しを除く 5年～101 年以上の 11 階層全てで、「資本金別」では「500 万円以下～1億円以下」の 6階層全てで、「従

業員数別」では 0人～300 人、回答なしの６階層全てで、「まだ準備を進めていない」の回答する企業が最も多く

なっています。一方で、「資本金別」個人事業主、1 億円～の 2 階層、「従業員数別」300 人～の階層で「自社内

での対応準備を進めている」の回答する企業が最も多くなっています。 

日本情報掲載社会推進協会（ＪＩＰＤＥＣ）・日本商工会議所共催「企業におけるマイナンバー制度実施対応

セミナー」申し込み者アンケート（Ｎ＝3,386 名、2015 年 3 月 18 日～5月 18 日）では、マイナンバー対応状況

について「すでに取り組んでいる」が 3％、「計画中である」が 28％で実施または計画段階の企業が約 3 割とな
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っています。実際の取組実施状況では川口市の企業の方が準備は進んでいるようです。 

 

問９．マイナンバー制度への準備を進めていない理由 

（問８で「まだ準備を進めていない」と回答した方） 

 

マイナンバー制度への準備をしていない企業に理由を聞いてみたところ、1 位．どのように準備を進めて良い

かわからない：57.6％、2位．法令が理解できていない：25.8％、3位．その他：14.1％、無回答：2.5％となっ

ています。 

 属性別では、ほとんどの階層で「どのように準備を進めて良いかわからない」を回答する企業が最も多くなっ

ています。「業種別」運送業、「資本金別」回答なし、「従業員別」回答なしの階層で「法令が理解できない」の

回答する企業が最も多い。 

問 8．で前述したＪＩＤＰＥＣ・日本商工会議所のアンケート結果でも、「マイナンバー対応について何をすべ

きかわからない」が 41％、「マイナンバー制度自体がわからない」が７％と半数近くになっています。 

 

問 10．直面している経営上の問題点、地域の課題 

 

 最後に、直面している経営上の問題点、地域の課題について聞いたところ 1 位．「受注単価・販売価格の動向」

196 社（前期：173 社）、2 位．「雇用の状況」：151 社（同：121 社）、3 位．「円安に伴う経営への影響・見通し」：

81 社（同：72 社）、4 位．「地域経済や地域産業の新たな動き」:48 社（同：43 社）、5 位．「生産・出荷・在庫・

輸出の状況」：42 社（同：42 社）、5 位．「その他」：23 社（同：27 社）、6 位．生産拠点の国内回帰の動き:22 社

（同：20 社）でした。前期と順位は変わりません。属性別については、ほとんどの階層で「受注単価・販売価

格の動向」を回答する企業が最も多くなっています。 

次いで「業種別」運送業、「業歴別」11 年～12 年、61 年～70 年の 3 階層、「資本金別」3 千万円～5 千万円、「従

業員数別」51 人～100 人、300 人～の 2 階層で「雇用の状況」を回答する企業が最も多くなっています。 

 これまでのアンケート結果に見られたとおり、川口市の企業では円安の影響による仕入単価上昇、燃料費上昇
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を感じているにも関わらず、価格転嫁ができない企業が 75％もあります。また、従業員ＤＩは全国よりもマイ

ナスが大きく、人材の不足の影響が深刻になっています。経営者自身も直面する経営課題として「受注単価・販

売価格の動向」「雇用の状況」を強く認識していることを示しています。 

 

６．今回の調査のまとめ 

   
  前期 DI 今期 DI 先行き DI 

  2015年 1-3月 2015 年 4-6 月  2015 年 7-9 月 

２－1．売上高DI の比較（「増加」－「減少」） 11.6 ▲1.2 2.1 

２－２．採算 DI の比較（「好転」－「悪化」） ▲6.9 ▲11.2 ▲5.8 

２－３．仕入単価DI の比較（「下落」－「上昇」） ▲53.4 ▲41.9 ▲42.8 

２－４．従業員DI の比較（「不足」－「過剰」） ▲7.5 20.5 28.4 

２－５．業況 DI の比較（「好転」－「悪化」） ▲4.7 ▲8.1 ▲4.3 

２－６．資金繰り DI の比較（「好転」－「悪化」） ▲1.5 ▲9.3 ▲7.8 

 

 今期の景況感は前期に比べてすべての項目で悪化しました。売上高ＤＩは前期 11.6 から▲1.2 へとマイナスに

下落しました。また、採算ＤＩについても前期▲6.9 から▲11.2 へと下落する一方、仕入単価ＤＩは前期▲53.4

から▲41.8 へとマイナスながらも改善していることから、採算悪化の主な要因は売上高の減少と考えられます。

従業員ＤＩは前期▲7.5 から 20.5 へ過剰から一転して不足感が強まりました。業況ＤＩについては前期▲4.7 か

ら▲8.1 に、資金繰りについては前期▲1.5 から▲9.3 へとこちらも悪化しています。 

 先行き見通しについては、売上高ＤＩが 2.1 に上昇しプラスになっています。また、採算ＤＩは▲5.8 でマイ

ナスながら前期よりも上昇しています。仕入単価ＤＩは▲42.8 と今期とほぼ横ばいですが依然として厳しい水準

にあります。従業員ＤＩは 28.4 で今期よりさらに不足感が高まっています。不足としていた建設業だけでなく

ソフトウェア・情報処理業にも先行きの不足感が高まっています。業況ＤＩは▲4.3 とマイナスながら前期▲4.7

以上に上昇しています。また資金繰りＤＩは▲7.8 に上昇しましたが、前期▲1.5 には届いていません。 

 今期の川口市の企業の景況感悪化は一時的なもので、先行き 7－9 月期の多少改善に向かうとの結果でした。

政府が 8 月 17 日に発表した 4－6 月期の国内総生産（ＧＤＰ）速報値でも前期比 0.4％減、年率換算で 1.6％減

となりましたが、これは天候の不順など一時的な要素が大きく、7－9 月期は回復するとの見方を示しています。 

8 月の中国発世界同時株安とそれに伴う円高による影響が先行き見通しの回答時には発生していなかったため、

今後の景気動向とともに次回のリアルタイム調査の結果を注視する必要があります。 
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①属性別「収益状況」 

業種別収益状況 

 

業歴別収益状況 

 

資本金別収益状況 

 

従業員別収益状況 
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②属性別景況感（売上高） 

業種別売上高 

 

業歴別売上高 
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資本金別売上高 

 

従業員別売上高 
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③属性別景況感（採算） 

業種別採算 

 

業歴別採算 
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資本金別採算 

 

 

従業員数別採算 
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④属性別景況感（仕入単価） 

業種別仕入単価 

 

業歴別仕入単価 
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資本金別仕入単価 

 

従業員数別仕入単価 
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⑤属性別従業員 

業種別従業員 

 

業歴別従業員 
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資本金別従業員 

 

従業員数別従業員 
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⑥属性別景況感（業況） 

業種別業況 

 

業歴別業況 
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資本金別業況 

 

従業員数別業況 
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⑦属性別景況感（資金繰り） 

業種別資金繰り 

 

業歴別資金繰り 
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資本金別資金繰り 

 

従業員数別資金繰り 
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⑧属性別円安の影響 

 

 

 

 

回答項目 ある大：大いに影響がある。 ある：多少なりとも影響がある。 

ない：ない。 
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⑨属性別 円安の主な影響 

 

 

 

回答項目  仕入単価： 仕入価格の上昇、 燃料価格：燃料価格の上昇 

      受注増加：受注増加、 受注減少：受注減少 
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⑩属性別 円安による影響分の価格転嫁 
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⑪属性別 セキュリティ対策 

 

 

 

 

回答項目  会社・定期：会社全体として対策が実施されており、定期的な見直しがされ 

            適切な運用が行われている。 

      会社：会社全体で対策は行われているが、定期的な見直しは行っていない。 

      一部：ウィルス対策など一部に留まっており、会社全体での対策は不十分であえる。 

      なし：ほとんど対策を行っていない。 
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⑫属性別 セキュリティ意識 

 

 

 

 

回答項目  高い：どの従業員も意識が高い、ほぼ高い：一部の従業員を除き全般的に高い 

      中： どちらとも言えない、 ほぼ低い一部の従業員を除き全般的に低い 

      低い：従業員全般的に低い 
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⑬属性別 マイナンバー制度の準備 

 

 

 

 

回答項目  自社対応：自社内での対応準備を進めている。  

外部対応：外部委託での対応準備を進めている 

まだ  ：まだ準備を進めていない 

予定なし：特に準備をする予定はない 
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⑭属性別 マイナンバー制度の準備を進めない理由 

 

 

回答項目  わからない：どのように準備を 

進めて良いかわからない、 

法令：法令が理解できてない。 
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⑮属性別 経営上の問題等、地域の課題等 

 

 

 

 

 

 

 

回答項目  経営：円安に伴う経営への影響・見通し 

      価格：受注単価・販売価格の動向 

      雇用：雇用の状況 

      生産：生産・出荷・在庫・輸出の状況 

      拠点：生産拠点の国内回帰の動き 

      地域：地域経済や地域産業の新たな動き 
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【調査票】 川口商工会議所情報推進課宛（FAX 048-228-2221） 

 

第２回 川口商工会議所リアルタイム景況調査へのご協力のお願い 

平成２７年８月３日 

会員の皆様へ 

 
日ごろより、本商工会議所の事業運営に対しましては、格別なるご理解ご協力を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、第２回川口商工会議所リアルタイム景況調査を実施いたしますので、お忙しいところ、誠に恐縮ですが、

該当部分にチェックのうえ、８月１０日（月）までに、ファックスにてご返信いただきますようお願いいたしま

す。  

 皆様のご協力のもと、本調査結果につきましては、引続き本市中小企業支援や行政への意見要望等の参考とさ

せて頂来ます。また、第１回調査結果につきましては、本商工会議所ホームページに掲載 

しておりますのでご参照ください。 http://www.kawaguchicci.or.jp/realtime/ 

                                                     川口商工会議所  

                         

 

問１ 貴社の状況について、お伺いします。（１）～（５）についてそれぞれ該当する番号をご回答ください。 

（１）業種 売上比率の高い業種を１つお選びください。 

1 製造業 2 建設業 3 卸売業 4 小売業 

5 運輸業 6 不動産業 7 飲食業 8 印刷・出版業 

9 ソフトウェア・情報処理業        10 その他（              ） 

（２）業歴 

1 5 年未満 2 5～10 年 3 11 年～20年 4 21 年～30年 

5 31 年～40年 6 41 年～50年 7 51 年～60年 8 61 年～70年 

9 71 年～80年 10 81 年～90年 11 91 年～100 年 12 101 年以上 

（３）資本金 

1 個人事業主 2 500 万円以下 3 500 万円超～1千万円以下 

4 １千万円超～3千万円以下 5 3 千万円超～5千万円以下 6 5 千万円超～1億円以下 

7 1 億円超～  

（４）従業員数（役員を除き常時使用する従業員） 

1 0～5人 2 6 人～20 人 3 21 人～50人 

4 51 人～100 人 5 101～300 人 6 301 人～ 

（５）収益状況（直近の決算、それ以外は今期の見込み） 

1 黒字 2 収支トントン 3 赤字 

 

問２ 貴社の景況感について、回答できる範囲で、該当部分に☑チェックをご記入ください。 

＊設問の「今期」は 平成２７年４月～６月としてお答えください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問３ 円安の進行が、御社に与える影響がありますか 

□ １：大いに影響がある。 □ ２：多少なりとも影響がある。  □ ３：ない 

 

1 売上高 
（１）今期（１月～３月と比べ） □増加 □不変 □減少 

（２）今後の先行き見通し（１年程度） □増加 □不変 □減少 

2 採算 
（１）今期（１月～３月と比べ） □好転 □不変 □悪化 

（２）今後の先行き見通し（１年程度） □好転 □不変 □悪化 

3 仕入単価 
（１）今期（１月～３月と比べ） □下落 □不変 □上昇 

（２）今後の先行き見通し（１年程度） □下落 □不変 □上昇 

4 従業員 
（１）今期（１月～３月と比べ） □不足 □不変 □過剰 

（２）今後の先行き見通し（１年程度） □不足 □不変 □過剰 

5 業況 
（１）今期（１月～３月と比べ） □好転 □不変 □悪化 

（２）今後の先行き見通し（１年程度） □好転 □不変 □悪化 

6 資金繰り 
（１）今期（１月～３月と比べ） □好転 □不変 □悪化 

（２）今後の先行き見通し（１年程度） □好転 □不変 □悪化 

アンケート調査票 
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問４ 問３で「大いに影響がある」、または「多少なりとも影響がある」と回答した方にお聞きします。 

   円安による主な影響を下記項目からお選びください。（複数回答可） 

  □１：仕入価格上昇  □２：燃料価格上昇  □３：受注増加  □４：受注減少 

  □５：その他（                               ） 

 

問５ 問３で「大いに影響がある」、または「多少なりとも影響がある」と回答した方にお聞きします。 

   円安による影響分について販売への価格転嫁ができていますか。 

  □１：できている □２：できていない 

 

問６ 昨今、個人情報の漏洩に関するニュースが多く、企業の情報セキュリティ対策が急務になっておりますが、

御社の情報セキュリティ対策について、該当の項目に☑チェックをご記入ください。 

  □１：会社全体として対策が実施されており、定期的な見直しがされ、適切な運用が行われている。 

  □２：会社全体で対策は行われているが、定期的な見直しは行っていない。 

  □３：ウイルス対策など一部に留まっており、会社全体での対策は不十分である。 

  □４：ほとんど対策を行っていない。 

 

問７ 従業員のセキュリティ対策における意識について、該当の項目に☑チェックをご記入ください。 

  □１：どの従業員も意識が高い 

  □２：一部の従業員を除き全般的に高い 

  □３：どちらとも言えない 

  □４：一部の従業員を除き全般的に低い 

  □５：従業員全般的に低い 

 

問８ 貴社ではマイナンバー制度への準備を進めていますか。準備状況を該当の項目に、☑チェックをご記入く

ださい。 

  □１：自社内での対応準備を進めている 

  □２：外部委託での対応準備を進めている 

  □３：まだ準備を進めていない 

  □４：特に準備をする予定はない 

  □５：その他（                                 ） 

 

問９ 問８で「３：まだ準備を進めていない」を選んだ方にお聞きします。その理由を該当の項目に、☑チェッ

クをご記入ください。 

  □１：どのように準備を進めて良いかわからない 

  □２：法令が理解できていない  

  □３：その他（                               ） 

 

問１０ 自社が直面している経営上の問題等や地域の課題等、該当の項目に、☑チェックをご記入ください。（複

数選択可） 
□ １：円安に伴う経営への影響・見通し  □ ４：生産・出荷・在庫・輸出の状況 
□ ２：受注単価・販売価格の動向      □ ５：生産拠点の国内回帰の動き 
□ ３：雇用の状況                         □ ６：地域経済や地域産業の新たな動き 

□ ７：その他（                                  ） 

 

 

 

ご協力ありがとうございました。 
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